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経団連レポート：「⽇本を⽀える電⼒システムを再構築する― Society 5.0 実現に
向けた電⼒政策 ―」の⽭盾と間違い 

要約 

⽇本経済団体連合会のレポート「⽇本を⽀える電⼒システムを再構築する―Society 5.0 実
現に向けた電⼒政策―」は、昨年 7 ⽉に⽇本政府が閣議決定した第 5 次エネルギー基本計
画の内容に沿ったものであり、原発に関しては、第 5 次エネルギー基本計画よりも⼀歩踏み
込んでリプレース・新増設の必要性をも主張している。しかし、第 5 次エネルギー基本計画
は、「再⽣可能エネルギー主⼒電源化」「原発依存低減」という⽬的が掲げられているものの、
実質的には「⽯炭⽕⼒・原発への依存」を維持する⽭盾した内容となっている。このため、
経団連レポートも多くの⽭盾や間違いを含むものとなっている。⽇本の産業競争⼒の強化や
雇⽤拡⼤にもつながらず、Society 5.0 の主眼である IoT などのデジタル技術による分散型
社会の構築にも逆⾏している。 
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1. はじめに  

2019 年 4 ⽉ 8 ⽇、（⼀般社団法⼈）⽇本経済団体連合会（以下、経団連）は、「⽇本を⽀え
る電⼒システムを再構築する― Society 5.0 実現に向けた電⼒政策 ―」を発表した（以下、経
団連レポート）。この経団連レポートは、昨年 7 ⽉に政府が閣議決定した第 5 次エネルギー基
本計画（以下、第 5 次エネ基）の内容に沿っている。 
政府の第 5 次エネ基は、「再⽣可能エネルギーの主⼒電源化・原発依存度の低減」と「⽯炭⽕
⼒・原発維持」という⽭盾した 2 枚看板のもと、実質的には、「⽯炭⽕⼒・原発維持」という
⼀⽅の看板のみに依拠したストーリーで構築されている。そのために様々な⽭盾や間違いを含
む1。 
本稿では、以下の 2 において、基本的に第 5 次エネ基のストーリーを踏襲し、原発のリプレー
ス・新増設の必要性にも踏み込んだ経団連レポートにおける⽭盾と間違いについて具体的に述
べる。 

 

2. 経団連レポートにおける間違いと⽭盾 

⽭盾と間違い：その 1 ⽇本の電⼒料⾦は相対的に割⾼と主張している 

 経団連レポートの議論の出発点は、「⽇本の電⼒料⾦は相対的に割⾼」という主張である（経
団連レポート概要）。産業界が電⼒消費者として、より低い電⼒価格を望むのは理解できる。経
団連レポートでは、国際エネルギー機関（IEA）のデータから、⽇本の産業⽤電⼒価格が⽶国、
英国、フランス、ドイツなどを⽐較して「⾼い」と断⾔している（図 1）。 

 
 

                                                   
 

1 「e シフト」（脱原発・新しいエネルギー政策を実現する会）が、この第 5 次エネルギー基本計画についてフ
ァクト・チェックを⾏い、その結果をまとめたウェブページ（http://www.eshift.club/energyb_fc.html）を作成
している。ここでは、第 5 次エネルギー基本計画には 104 か所の問題記述があると指摘し、それぞれに対して、
⽭盾、意味不明、半分間違い、ほぼ間違い、間違い、の 5 つの評価をおこない、具体的な問題点とその理由を
詳細にコメントしている。 
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図 1. 経団連レポートの中にある産業⽤電⼒料⾦の国際⽐較 
出典：経団連レポート（概要）。出典元は、経産省資源エネルギー庁（2018）「エネルギー⽩書」で

あり、さらにその出典元は、IEA（2017）“Energy Prices and Taxes 4th Quarter” 

 
この図 1 に関しては、様々な議論が可能である。 
第⼀に、⽇本の産業⽤電⼒価格は、福島第⼀原発事故後の 2012 年に最⼤値を記録した後は

低下傾向にあり、2017 年の価格は、2012 年の価格の約 7 割となっている。この価格低下は、
原発再稼働ではなく、主に化⽯燃料価格の低下による。 

第⼆に、1）現在の⽶国は世界最⼤の天然ガス・⽯油産出国である、2）英国では、政府が原
発を補助しており、最近でも政府によるヒンクリーポイント C 原発に対する政府補助⾦を会計
検査院が問題視している2、3）フランスも、⻑年にわたって政府が原発を補助している、など
の各国独⾃の事情がある。 

第三に、IEA の国際電⼒価格⽐較は⼀つのデータに過ぎない。例えば、電⼒価格の国際⽐較
を継続的に実施している⽇本の電⼒中央研究所は、その最新レポート（筒井・澤部 2018）に
おいて、⽇本の価格は参考価格としながらも、⽇本の産業⽤電⼒価格が必ずしも前出の英国、
ドイツ、フランスより⾼くない可能性があることを⽰している（図 2）。 
 

                                                   
 

2 英国では、原発の維持・新設のために多額の補助⾦を政府が⽀払う（例：ヒンクリーポイント C 原発）。そ
のことが英国内で批判されており、英国の会計検査院（NAO）も問題にしている（NAO 2017）。英国のサセッ
クス⼤学の⼀部⾨であり、世界の科学・技術政策研究やイノベーション政策のメッカとも⾔える科学政策研究
所（SPRU）の研究グループは、最近、この NAO（2017）などに基づいて、「英国政府が原発を多額の補助⾦
まで出して推進するのは、実質的に国⺠が払う税⾦や電気料⾦を使って核兵器産業を維持するため」という内
容のレポートを発表している（Stirling and Johnstone 2018）。このように、英国の「原発維持」の背景は複雑で
あり、その帰趨は不確実である。 
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図 2. 電⼒中央研究所のレポートの中にある産業⽤電⼒料⾦の国際⽐較 

出典：筒井・澤部（2018） 

 
この電⼒中央研究所のレポートは、経団連レポートが引⽤している IEA の国際⽐較データ

（図 1）の中の⽇本の産業⽤電⼒価格に関しても、「2016 年の料⾦⽔準に着⽬すると、例えば
ドイツとの差は、為替レートが 10%程度変動すると吸収されてしまう程度の差にまでは縮まっ
てきている」と記述している（筒井・澤部 2018, p.3）。同時に、電⼒価格の国際⽐較は、1）
採⽤する為替レート、2）公租公課の扱い、などによって結果が異なるものとなると注意を喚
起している。 

すなわち、電⼒価格の国際⽐較は単純ではなく、為替レート、元データ、計算⽅法などに⼤
きく左右される。少なくとも現時点での⽇本の産業⽤電⼒価格とドイツなどにおける産業⽤電
⼒価格との価格差は⼤きくなく、その差も減少傾向にある。したがって、「国際的に割⾼」とい
う表現は単純すぎると思われる。 

また、歌川（2015）によると、企業の国際競争⼒で議論になる製造業では、平均光熱費割
合（2012 年度）は、経済産業省の⼯業統計で約 3％（電気代は約 1.8％）である。光熱費割合
が 5％以下の業種が全体の 9 割を占め、中央値は約 1.3％である。したがって、この割合では、
光熱費が仮に 2010 年以降に経験したように、3 割上がっても⽣産額に占める割合は 0.4%で、
輸出産業なら為替変動で対応している⾦額よりずっと少ない。⼀⽅、光熱費の占める割合が
10％を超える業種が⼀部にあり、それらはセメント製造業、⽯灰製造業、ソーダ⼯業、⾼炉製
鉄業、洋紙製造業などである。しかし、これらは製造業全体の約 3％、⽇本の GDP に占める
割合は約 0.5%、雇⽤に占める割合は約 0.3%である（現在、製造業全体が⽇本の GDP に占め
る割合は 20％以下）。したがって、製造業全体としても⽇本経済全体としては、光熱費単価上
昇によって⼤きな影響を受けるとは考えにくい。また、影響を受ける⼀部の産業や業種に関し
ては、省エネ機器導⼊⽀援、低利融資・信⽤保証など、省エネ、温暖化対策、光熱費削減の 3

図8は、欧州6ヶ国と⽇本について、産業⽤電気料⾦を、エネルギー費⽤、ネットワーク
費⽤、公租公課の3つの要素に分解したものである。欧州については、エネルギー費⽤の⾼
い順に並べてある。⽇本については、欧州のデータの定義にできる限りあわせて計算したもの
の、異なるデータベースから取得されたデータであるため、あくまで参考値とする。

これをみると、イタリアとドイツについては、他国と⽐較して、公租公課が電気料⾦⽔準を
相対的に⾼くしている主要因となっていることがわかる。

また、図7と⽐較すると、公租公課の厚みが、同じ国内でも家庭⽤と産業⽤で異なって
いる点も指摘できる。例えば、デンマークでは、家庭⽤ではエネルギー関係の公租公課をは
じめとして、エネルギー費⽤の約5倍の公租公課が課されているが、産業⽤では、エネルギー
費⽤と同程度となっている。

なお、これら欧州6ヶ国の電気料⾦の内訳の経年的な推移を、参考資料5に記載して
いる。ドイツやイタリアといった再エネ⽐率が急増している国々（参考資料4）で、公租公
課の部分が徐々に⼤きくなっている様⼦がわかるので、参考にされたい。

－9－ ©CRIEPI



 
 

5 

つが⿍⽴する政策措置が考えられる。 
なお、脱原発を決めて再⽣可能エネルギーの割合を増やしているドイツの電⼒料⾦では、燃

料部分が⼩さい⼀⽅で、政府の税収となる公租公課（税⾦）部分が⼤きいことは注⽬すべき点
である。 
 

⽭盾と間違い：その 2 ⾃然変動電源の発電コストは⾼いと主張している 

 経団連レポートは、太陽光発電や⾵⼒発電などの⾃然変動電源の発電コストは、原発に⽐較
してシステム全体で考えると⾼いとしている。それを⽰す証拠として、経産省・資源エネルギ
ー庁の数値を引⽤して以下のように述べている。 
 

「（前略）例えば、資源エネルギー庁の試算によれば、原⼦⼒同様にベースロード電源
として活⽤する前提のもとで太陽光・⾵⼒と蓄エネ技術を組み合わせる場合、仮に太陽
光・⾵⼒の発電コストが 7 円/kWh 程度まで低下していたとしても、太陽光・⾵⼒+蓄
電池のコストは 69 円/kWh、太陽光・⾵⼒+⽔素は 32 円/kWh となる（エネルギー
情勢懇談会提⾔より）。これに対して原⼦⼒のコストは、現時点においても 11 円/kWh 
を下回る⽔準である（第 1 回エネルギー情勢懇談会資料より）」（経団連レポート本⽂
15 ページ脚注） 

 
しかし、現時点において、このような様々な仮定のもとで計算されるシステムとしての発電

コストを議論するのは間違っている。なぜなら、今の⽇本の再⽣可能エネルギーの普及率程度
では、このような蓄電や⽔素といった技術の調整⼒としての優先順位は低いからである。例え
ば、IEA（2014）は、太陽光と⾵⼒などの変動電源の系統連系において、現時点で適⽤可能な
柔軟性（需給調整）対策の総合的な評価に基づくと、変動電源の⾼い導⼊シェア（変動電源の
発電量割合として 40%まで）は、⻑期的には電⼒システムにかかる費⽤コストの⼤きな増加な
しで実現できるとしている。また、同じ IEA（2014）は、再⽣可能エネルギー普及の障害とな
っているのは、1）変動電源統合を既存系統への付加と考える古典的かつ保守的な⾒⽅の存在、
2）このような転換で起きる勝ち組と負け組の発⽣、の⼆つをあげている。すなわち、変動電
源の系統接続の問題は、技術的な問題というよりも、既存企業の権益をどれだけ保護するべき
かという政治的な問題だとしている。 

経団連レポートは、⾃然変動電源の系統安定性も問題にしている（経団連レポート本⽂ 19
ページ）。しかし、再⽣可能エネルギーの導⼊量が多い国（例：ドイツやデンマーク）などにお
いて、すでに電⼒供給の信頼度や品質の安定に問題ないことが明らかになっている（例えば、
安⽥ 2016）。 

なお、IEA は、多くの国で再⽣可能エネルギーが最も安価な電源になっていることから、2016
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年から 2040 年までに⾏われる発電設備投資の 2/3 は再⽣可能エネルギー発電設備へ向けられ
ると予想している（IEA 2017）。すなわち、今後世界において、どのような発電エネルギー技
術が主役となるかについてはすでに趨勢が決まっている。しかし、⽇本政府も経団連も、それ
をあえて認識しようとしていないように思われる。 
 

⽭盾と間違い：その 3 原発のリプレース・新増設で電⼒価格が低下すると想定し

ている 

経団連レポートは、原発のリプレース・新増設を主張している（経団連レポート本⽂ 16 ペ
ージ）。⼀⽅、電⼒価格の低下も要求している。したがって、原発のリプレース・新増設によっ
て電⼒価格の低下が実現することを想定していると思われる。では、実際にそうなるだろうか？ 
客観的な状況から⾒れば答えは否である。それは、原発の相対的な価格競争⼒が乏しいからで
ある。 

例えば、2018 年 4 ⽉ 12 ⽇、⽶原発最⼤⼿エクセロンの上級副社⻑ William Von Hoene は、
「コストが⾼すぎるため（⼩型炉・新型炉を含め）これ以上の⽶国での新設はないだろう」と
発⾔している（S&P Global 2018）。このような状況は⽶国に限ったことではなく、⽇本でも、
例えば、⽥中伸男元 IEA 事務局⻑が「⼤型原⼦⼒発電は、再⽣可能エネルギーに対しての競争
⼒は持たない」と宣⾔している（朝⽇新聞 2018 年 7 ⽉ 24 ⽇）。 

また、⽇本は、リスクが⼤きい原⼦⼒に依存したゆえに脆弱なエネルギー供給構造を持った
と考えられる。たとえば 2002 年には東京電⼒が原発でのトラブルを隠した結果、東京電⼒が
保有するすべての原発が⽌まり、その夏、電⼒不⾜危機が発⽣した。2007 年には北陸電⼒でト
ラブル隠しや機器故障により志賀原発が⻑期間停⽌した。2011 年東⽇本⼤震災によって被災し
た複数の原発が発電できなくなったことは記憶に新しい。このように、原発は巨⼤な電源であ
り、そのような電源が何らかのトラブルで計画外に脱落した場合、代替供給源の確保は容易で
はない。1 つの原因（巨⼤地震や事故隠蔽など）により、複数の原発が⼀度に停⽌することも
ありうる。安定供給の⾯からも経済性の⾯からもその意味で、⽇本の産業にとって好ましい発
電エネルギー技術であるとは考えにくい。 

なお、⼩型炉・新型炉に関しては、東芝の⼩型ナトリウム冷却⾼速炉（4S）など、⼀部で
研究開発が⾏われており、前出の⽥中伸男元 IEA 事務局⻑なども、⾼速炉の開発を推奨してい
る。しかし、⾼速炉は、⾼速増殖炉「もんじゅ」がそうであったように、基本的には増殖炉で
あり、技術的に解決すべき問題は極めて多い。また、より「安全」な⼩型炉・新型炉の導⼊に
は⾮常に⻑いタイムスパンと多額の研究開発コストを要する。その間に、再⽣可能エネルギー
への価格競争⼒は⼀段と上がると考えられる。さらに、⼩型あるいは新型の原⼦炉でも、新た
な核廃棄物は発⽣し、現状と同じような問題に直⾯する。したがって、実際に⾼速炉などの開
発への投資、あるいは⾼速炉などを購⼊する可能性がある買い⼿が存在すると考えるのは、か
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なり無理な想定である。 
「原⼦⼒は安い」という神話は、第 5 次エネ基などで、原発を含む各発電エネルギー技術の

コスト⽐較を⾏っていない政府の意図的な怠慢にも帰因する。⽇本政府が最後に発電コスト⽐
較を⾏ったのは、2015 年 5 ⽉ 11 ⽇、経産省が管轄する総合資源エネルギー調査会のもとに設
置された「発電コスト検証ワーキンググループ」においてである。その結果、2011 年に政府の
コスト検証委員会で⾏われたコスト計算に⽐較して原発の発電コストは 10.3 円 kWh 以上へと
上昇したものの、引き続き⽯炭⽕⼒（12.9 円/kWh）や LNG ⽕⼒（13.4 円/kWh）より安いと
した。 

しかし、この 2015 年の発電コストの再改定においては、まず原発に関して、事故費⽤が過
⼩に⾒積もられている3。また、原発建設のための資本費も、kW 当たりの建設費単価として、
英国などにおける最新の原発の資本費よりもかなり低い設定となっている4。さらに、化⽯燃料
価格は⼤きく変化しており、最新の価格で再計算すると原発の優位性はなくなる（松久保 
2017）。 

⼀⽅、他国、例えば⽶国では、毎年、政府機関である⽶エネルギー情報局（USEIA）が発電
コスト⽐較をアップデートし、それを公表している（US EIA 2018）。そこでは、⼀次エネルギ
ー価格下落や原発の安全対策コスト上昇などの最新状況を反映した具体的な発電コストが⽰さ
れており、近年では原発の価格優位性の低さが明確となっている5。また、温暖化問題を「中国
の陰謀」と認識するトランプ⼤統領が就任するまで、⽶国政府は、化⽯燃料の発電コストに対
して賦課すべき炭素価格（Social Cost of Carbon）を公表し、企業には、その炭素価格を考慮し
た経営を要求していた。 

前述のように、2015 年以来、⽇本政府は発電コストの再計算をしておらず、炭素価格の推
奨値なども明らかにしていない。このような⽇本政府の無策の中、⽇本の産業界が、政府によ
って維持されている「原発は安い」「化⽯燃料は安い」という神話を信じ続けている、あるいは
神話の構築に積極的に貢献しているのは、⽇本の産業の未来にとって問題だと思われる。 
 

⽭盾と間違い：その 4 再⽣可能エネルギーの固定価格買取制度は莫⼤な国⺠負担

と主張している 

                                                   
 

3 2015 年の発電コストの再改定の際は、事故費⽤を 9.1 兆円と想定した。しかし、2016 年度末に、東電 1F 問題
委員会は事故費⽤を 21.5 兆円と報告している（⼤島 2018）。 
4 ⼤島（2018）によると、例えば英国のヒンクリーポイント C 原発（2 基で 33GW）の建設費は総額 245 億ポ
ンド（2014 年時点）であり、単価は約 120 万円/kW となる。⽇本の原発は 37 万円/kW という設定なので、資本
費は約 3 分の 1 になる。明⽇⾹・朴（2017）なども参照。 
5 いわゆる LCOE（Levelized Cost Of Electricity、均等化発電原価）によるコスト⽐較であり、⽇本のように事故
費⽤などを考慮した場合、原発の価格優位性はより低くなる。 
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経団連レポートは、「再⽣可能エネルギーは、わが国においては、FIT 制度のもと、莫⼤な
国⺠負担に⽀えられて投資が進んできた」（経団連レポート 8 ページ） と、FIT 制度を批判的
に記述している。しかし、このような批判は、以下のように⼀⾯的なものである。 

第⼀に、⽇本では、原発も⽯炭⽕⼒も、総括原価⽅式によって、投資コストは利潤を載せた
上で規制料⾦によって回収されてきた。また、世界においても⽇本においても、原発や化⽯燃
料に対して多額の補助⾦が政府から供与されており、それは現在においても変わらない。例え
ば、⽥中（2019）によると、2019 年度の⽇本のエネルギー関連予算の 8 割は原発と化⽯燃料
関連である。このような予算や補助⾦を、単年ではなく、これまでの累積で考えれば、圧倒的
に原発と⽯炭への国の補助⾦が多く、これはドイツなどでも実証されている（Weiss 2014）。
そのような状況で、⽇本の現時点での再⽣可能エネルギーの国⺠負担のみを議論するのは⾮論
理的である。 

第⼆に、再⽣可能エネルギーの普及を⽬的とした再⽣可能エネルギー固定価格買取制度
（FIT）による賦課⾦は、⼀定期間後、ゼロとなる。実際に、ドイツなどでは 2020 年代前半で
賦課⾦の⼤幅な低下が想定されており、⽇本でも 2030 年頃をピークに⼤幅に下がることが予
想されている。また、すでに⽶国など多くの国では、この FIT の存在によって、再⽣可能エネ
ルギーは、FIT や補助⾦なしでも化⽯燃料や原⼦⼒に⽐較してコスト競争⼒がある発電エネル
ギー技術となっている。すなわち、インターネットなどを例⽰するまでもなく、政府が幼少産
業を育成する制度はどのような技術分野においても不可⽋であり、再⽣可能エネルギーの場合
だけ特別視するのはおかしい。 

第三に、系統整備や系統安定化のための追加コストの中でも最も⼤きいのは、巨⼤電源を維
持するための⻑距離の超⾼圧送電・変電システムの更新である。電⼒システムを巨⼤集中型か
ら、⼩規模分散型に変換することで、これらのコストを削減することができる。 

いずれにしろ、現時点での再⽣可能エネルギーに対する短期的なコスト負担のみに注⽬し、
巨⼤電源を維持するための⻑距離の超⾼圧送電・変電システムの更新については触れず、⻑期
的な世界の趨勢を無視するような記述は問題だと⾔える。 
 

⽭盾と間違い：その 5 産業界における省エネポテンシャルを無視している 

経団連レポートでは、省エネに関して、「原単位改善への継続的努⼒（傍点は筆者）」をうた
っている（経団連レポート本⽂ 7 ページ）。しかし、原単位改善という点においても、産業分
野の省エネ努⼒があったのは、電⼒消費に関しては主に 1990 年までで、それ以降 2010 年頃ま
で省エネは停滞している。これに対する反省が、経団連レポートにも第 5 次エネ基にも⾒られ
ない。 

例えば、第 5 次エネ基では、「⽇本の産業界はエネルギー効率を 4 割改善」と主張している。
この 4 割改善というのは GDP あたりエネルギー（⼀次エネ or 最終エネ）の改善だろうが、こ
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れは産業構造転換などで先進国では改善して当然の指標（数値）である。⼀⽅、90 年以降 2010
年までで⽐較すると、⽇本の改善率は先進国で最低に近い。GDP ⽐⼀次エネを 73〜90 年でみ
ると、⽇本で⼤きく改善したが、他の先進国、⽶国やドイツでもこれに近いレベルまで改善し
ている（他は産業が海外に出て⾏ったためとの意⾒があるが、⽇本でも⾮鉄⾦属製造業は同じ）。
90 年以降は改善率が他国に劣り、73〜90 年は改善率が同等とすると、⽇本が優れているなら
73 年以前から優れていたためになる。これは⽯油危機後の省エネ努⼒ではなく、しばしば「ウ
サギ⼩屋と満員電⾞のため」と表現されるような国⺠⽣活の貧しさが⼤きな理由であり、政策
の有効性や産業界の努⼒とは関係が乏しい。 
 

⽭盾と間違い：その 6 政府の温暖化対策数値⽬標遵守を軽視する⼀⽅で、温暖化

対策に原発が必要と主張している 

経団連レポートも政府の第 5 次エネ基も、温暖化対策が重要だとし、そのために原発が必要
不可⽋と主張する（例えば、経団連レポート概要 12 ページ）。その⼀⽅で、経団連レポートは、
「温暖化対策をはじめとする他分野の政策⽅針への⽬配りも重要ではあるが、それら既存の政
策⽬標に拘泥すべきではない。」（経団連レポート本⽂ 6 ページ）として、政府が定めた温暖化
対策数値⽬標遵守の必要性を否定するような記述をしている。これは、明らかに⽭盾であり、
経団連が温暖化対策が重要と主張しているのは「建前」にすぎないと考えざるをえなくなる。 

なお、世界的にみれば、原発を温暖化対策として重視しようとしている国は少数派である。
例えば、2015 年に採択されたパリ協定のために各国が提出した温暖化対策⽬標に関する⽂書
（INDC）の中で、温暖化対策として原発を増強するとしている国は、中国、インド、トルコ、
ベラルーシ、UAE（アラブ⾸⻑国連邦）、⽇本の 6 ヵ国のみである（World Nuclear Industry Status 
Report 2016）。 

また、コストという意味でも、導⼊スピードという意味でも、再⽣可能エネルギーと省エネ
の⼤幅導⼊で、温室効果ガス排出の⼤量削減は経済合理的に可能であるとされている（例えば、
Lovins et al. 2018；Lovins 2018）。⼀⽅、経済性やリスクを考慮した上で温暖化対策に原発が
必要という説得⼒を持ち得る主張は、再⽣可能エネルギーの発電コスト低下と原発の発電コス
ト上昇が続く現在においては、筆者が知る限り存在しない6。 

                                                   
 

6 原発の推進理由に関しては、前述のように、英サセックス大学の科学政策研究所（SPRU）が、「英国政府が
原発を多額の補助金まで出して推進するのは、実質的に国民が払う税金や電気料金を使って核兵器産業を維持
するため」という議論を展開している（Stirling and Johnstone 2018）。また、米国でも、温暖化懐疑論者であるト
ランプ米大統領やリック・ペリー米エネルギー省長官は、現在、石炭火力と原発に対する補助を拡大しようと
しており、その理由として「安全保障（national security）」という言葉を使っている。この「安全保障」という
言葉には、送電網のレジリエンスや信頼性に資するという意味のほかに、米エネルギー省の文書（USDOE 2018）
に明確に記述されているように、核兵器、原子力潜水艦、核不拡散、ウラン濃縮、燃料供給および国際的なパ
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⽭盾と間違い：その 7 電⼒容量市場の導⼊を容認している 

経団連レポートは、現政権が画策している容量市場7の導⼊を容認している（経団連レポー
ト 10 ページ）。しかし、ベースロード電源市場の創設だけでも、再⽣可能エネルギー普及への
マイナス影響が懸念される中、さらに容量市場を設けることは、諸外国の事例を鑑みると、既
存の⽯炭⽕⼒や原発への多額の補助⾦となって、再⽣可能エネルギーを市場から締め出すこと
になる可能性がある。実際に、2018 年 11 ⽉、欧州司法裁判所は、英国の容量市場制度を EU
が禁⽌する政府補助⾦制度（State Aid）と裁定し、そのため英国の容量市場は実質的にストッ
プしている。同時に、⽇本における容量市場の導⼊によって、現在の制度設計案などによると、
電⼒料⾦が平均家庭で毎⽉ 800 円程度上昇する可能性がある8。すなわち、「⽯炭⽕⼒・原発推
進」という経団連レポートの主張の⼀つには適合するものの、電⼒料⾦の引き下げという経団
連にとってはより重要だと思われる別の主張とは⽭盾する。 

容量市場の導⼊や制度設計に関しては、省エネを促すような制度の導⼊や制度設計などと同
時に議論するべきであり、少なくとも現状のような⼗分な国⺠的議論がないまま導⼊されよう
としているのは問題である。 

 

⽭盾と間違い：その 8 託送料⾦の問題点を指摘していない 

⽇本政府は、現在、原発事故や廃炉にかかる費⽤を託送料⾦の中に含ませようとしている。
これは企業会計学の基本ルールに反するものであり、明らかにモラル・ハザードをもたらす。
しかし、経団連レポートは、これに対して何も批判していない。 

⾔うまでも無く、会計の基本ルールでは、事故コストは特別損失に分類されるべきであるか
ら、託送料⾦のような営業費⽤に含ませるのは間違いである。また、会計の基本ルールでは収
益を⽣み出さない資産は減損すべきであるから、これを継続的に資産計上するのも問題である。
さらに、電気料⾦は会計を基礎に算定されるものであるから、会計が電気料⾦を前提に廃炉資
産を計上するのは根本的に間違っている。 

                                                                                                                                                     
 

ートナーとの交渉などの、米国における軍事的なものを含めた原子力関連全体の施策やインフラを維持するた
めには民間の原発が必要不可欠という主張が込められている（Heidorn and Brooks 2018）。しかし、このような米
エネルギー省による石炭火力と原発の特別な保護政策に対しては、米連邦エネルギー規制委員会（FERC）が公
平性や経済合理性の観点から反対しており、その実現は容易ではないとされている（電気新聞 2018 年 1 月 31
日）。 
7 電力を生産（発電）する設備や能力に対して、小売電気事業者がその建設や維持の費用を電力の売買とは別
に負担する仕組み。中長期的に必要な供給力（kW価値）を市場で取引する。政策的には、将来にわたって供給
力を安定的に確保することを目的としているもの、すでに導入した国などの実例から、実質的には既存の原発
や石炭火力の延命装置となる可能性が高い。 
8 容量市場の規模は電力市場全体の 1割程度＝1.4兆円程度と想定した場合。 
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このように、企業活動の基本をなす会計学のルールを無視するような政府施策の問題点に触
れないことで実質的にルール無視を⽀持している経団連レポートは、企業のモラル⽋如という
意味でも問題である。 
 

⽭盾と間違い：その 9 「複線シナリオ」を⽀持しながら「将来像の明確化」を要

求している 

経団連レポートは、将来像の明確化を要求している。その⼀⽅で、第 5 次エネ基で提⽰され
ている「複線シナリオ」をも要求している。⾔うまでもなく、複線シナリオは「何でもあり」
であり、再⽣可能エネルギーおよび省エネの⼤幅導⼊が世界の趨勢となる中、⽇本政府が、原
発・⽯炭⽕⼒を維持するために苦⾁の策として作成したキャッチフレーズである。そのため、
極めて曖昧なものとなっており、少なくとも、経団連レポートが主張する「将来像の明確化」
とは明らかに⽭盾する。また、「あらゆる選択肢を追求」「全⽅位での野⼼的な複線シナリオ」
という第 5 次エネ基の⽅針は、「資源が限られている中では選択と集中が必要」という企業の
経営戦略の基本に反している。 
 

⽭盾と間違い：その 10 Society 5.0 を⽬指しながら、従来の中央集権型の電⼒シ

ステムの維持を主張している 

将来社会のあり⽅に関しては、第三次産業⾰命（Jeremy Rifkin）、インダストリー4.0（ドイ
ツ）、Society 5.0（⽇本）などの様々な提案がある。しかし、共通しているのは、IoT などのデ
ジタル技術に基づいた分散型社会の構築であり、Society 5.0（⽇本）では明⽰されてはいない
ものの、論理的に考えれば、限界費⽤ゼロとしての再⽣可能エネルギーが⼤きな役割を担う。
実際に、雇⽤という側⾯だけを⾒ても、⽶国でもドイツでも、再⽣可能エネルギー産業の従業
者数は、すでに座礁資産化しつつある原発や⽯炭⽕⼒産業の従業者数を凌駕している。例えば、
⽶国では、2018 年時点で、クリーン・エネルギー分野、すなわちエネルギー効率向上、再⽣可
能エネルギー、系統管理および蓄電、クリーン⾃動⾞、クリーン燃料の 5 つの分野の雇⽤者数
は合計で約 326 万⼈であり、化⽯燃料分野および原⼦⼒発電分野の雇⽤者数（それぞれ約 117
万と約 6 万⼈）よりもはるかに⼤きい（E2 2019）。そして、全体として、クリーン・エネルギ
ー分野の雇⽤者数は増加傾向にあり、化⽯燃料分野および原⼦⼒発電分野の雇⽤者数は減少傾
向にある（NASEO and EFI 2019）。 

電⼒システム改⾰では、⽇本はドイツなどに⽐べて 20 年遅れた。経団連が⽇本社会の経済
発展や雇⽤拡⼤を⽬指しているのであれば、まず 20 年の遅れを取り戻す必要があることを認
識するべきである。同時に、市場の拡⼤が期待され、⽇本が今でも技術優位性を持ちうる再⽣
可能エネルギーや省エネ分野に「選択と集中」すべきと政府に提⾔することこそが望まれる。 
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